
結婚を望む人が前向きに一歩を踏み出すことができる

子供を持つことを望む人が安心して産み育てることができる

結婚を望む人が前向きに一歩を踏み出すことができる

子供を持つことを望む人が安心して産み育てることができる

○ 「結婚したい」「子供を持ちたい」という望みを持ちながら、将来への不安・悩みを抱え、一歩を踏み出せない人が少なくない

○ 都では、望む人が安心して子供を産み育てることができる社会の実現に向けて､多様な価値観や考え方を尊重しながら、都民
目線でのライフステージを通じた切れ目ない支援を積極的に展開してきた

○ 都が展開する施策には多くの共感が寄せられ、今では９割を超える都内の子育て家庭に、東京は子育てしやすいと実感いただ
いている。こうした中、昨年の東京における日本人の出生数は、10年ぶりに増加に転じた。出生数の先行指標とも言われる婚
姻数も、２年連続で大幅に増加している

○ 都民の共感を基軸としながら、「結婚したい」「子供を持ちたい」という希望を叶える東京を実現していくため、「現在地」を確認
するとともに、最新のデータや知見を基に、把握した課題や都民ニーズを踏まえ、為すべき施策を果断に進める必要がある

○ 本資料は、出会いから結婚、妊娠・出産、子供の健やかな成長に至るまで、幅広い分野における来年度予算の政策検討の課題
を整理したものである

～「叶えたい」を支えたい～ 結婚・子育て支援策の推進に向けた論点整理 2026（概要版）

出会い・結婚 妊娠・出産

教育・住宅

就労環境・職場環境 社会気運・環境整備

子育て期の支援

結婚や子育てに関する

あらゆる「不安」を解消し、「安心」に変えていく

不安や悩み

安心して子育てできる
住宅はあるかな…

結婚・子育て
支援策

結婚・子育て
支援策
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東京都が目指す社会



✓ 都はこれまでの10年間で、経済的支援のみならず、人を中心に据えた先駆的で切れ目のない支援を多面的に展開

不安や悩みに寄り添う取組の成果が、都内に着実に浸透
都民からの「共感」が「実感」につながりつつある

待機児童はほぼ解消

2026年度

TOKYO八結び
令和８年結婚おうえんキャンペーン

アフォーダブル住宅
供給開始

2024年度

AIマッチングシステム

「TOKYO縁結び」本格稼働
こどもDXの推進

無痛分娩の環境整備

2025年度

2025年201６年

8,466人

339人

ほぼ

解消

（資料）東京都「都内の保育サービスの状況について」を基に作成

子育て・教育費用に悩む保護者が減少

35.5 

47.7 

34.0 

29.4 

2026(速報値)

2024

子育てや教育の費用に悩む保護者の割合（都）

（資料）東京都「とうきょう こども アンケート」を基に作成

「悩んでいる」の割合が大幅に減少

悩んでいる
（そう思う）

どちらかといえば
悩んでいる
（そう思う）

どちらかといえば
悩んでいない
（そう思わない)

悩んでいない
（そう思わない）

２０１6年度～

卵子凍結に係る取組

2023年度

不妊治療費助成

２０２2年度

待機児童解消
に向けた各種取組
待機児童解消
に向けた各種取組

「育業」の推進
愛称「育業」を発表
「育業」の推進
愛称「育業」を発表

認証学童クラブ制度の創設

018サポート
第二子保育料無償化

018サポート
第二子保育料無償化

高校等授業料の実質無償化
学校給食費等の負担軽減
高校等授業料の実質無償化
学校給食費等の負担軽減

第一子保育料無償化第一子保育料無償化

男性育業取得率は大きく向上・取得期間も大幅に伸長

2025年201６年

7.4％

61.2％大きく
向上

（資料）東京都「令和７年度東京都男女雇用平
等参画状況調査結果報告書」を基に作成

3か月以上
１か月以上
3か月未満 1か月未満

男性の育業取得期間（都）男性の育業取得率（都）

結婚や子育てに関する「不安」を「安心」に

都の結婚・子育て支援策により

36.6

23.6

38.6

18.4

20.8

50.0

2025

2016

「3か月以上」の割合が大幅に増加
（資料）東京都「令和７年度東京都男女雇用平等参画状況調査結果報告書」を基に作成

保育所等利用待機児童数（都）

▲1２.２ポイント

これまでの１０年間の取組の変遷
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コラム ２０２５年の東京の婚姻数・出生数

都の婚姻数は２年連続の大幅増加9割超が「子育てしやすい」と実感

（万組）

出生数の先行指標とも言われる婚姻数に

ついて、2025年の都内の日本人婚姻数は、

前年から4.０%増加し、２年連続で

大幅に増えているんだ！

「住んでいる地域が子育てに良い場所」だと

思う都内の子育て層は年々増加し、

2026年には9割を超えたんだ！

2024年：88.1%

2025から2026

＋1.5ポイント

都の出生数は10年ぶりに増加

2025年の都内の日本人出生数は、1.0％

増加したよ。プラスに転じるのは10年ぶり
のことなんだ！

(全国・46道府県・万人)

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

9.0

32

40
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64

72

2018 19 20 21 22 23 24 25

コロナ禍(2020-23)

7.９万組

※調査対象：３歳児、小学３年生、小学５年生、中学２年生、17歳の子供の保護者

（資料）東京都「とうきょう こども アンケート」を基に作成

（資料）厚生労働省「人口動態調査」を基に作成 ※2025年については概数 （資料）厚生労働省「人口動態調査」を基に作成 ※2025年については概数

住んでいる地域が子育てに良い場所であると思う
と回答した人の割合（都）

婚姻数の推移 出生数の推移

３年連続の増加！

（「そう思う」・「どちらかといえばそう思う」の回答率の合計）

全国

４６道府県

(全国・46道府県・万組)
(都・万人)

＋4.0％

都

7.6万組

7.2万組
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コロナ禍
(2020-23)

8.5万人

＋1.0％

全国

４６道府県

(都・万組)

都

「東京が子育てしやすくなったこと」や「都内婚姻数の増加」が都内の出生数増加に寄与しているんだね

※ 出生数や婚姻数等に関する詳細な分析は、『データから見る東京の出生数・婚姻数』をご覧ください

2年連続の大幅増加

１０年ぶりの増加

※2026年の数値は速報値

2023年：87.2%

＋6.5％

７２９

６４

56

４８

４０

３２

８

７

６

５

４
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https://www.kodomoseisaku.metro.tokyo.lg.jp/documents/d/kodomoseisaku/260603_syusseisuu_factsheet_pdf-
https://www.kodomoseisaku.metro.tokyo.lg.jp/documents/d/kodomoseisaku/260603_syusseisuu_factsheet_pdf-
https://www.kodomoseisaku.metro.tokyo.lg.jp/documents/d/kodomoseisaku/260603_syusseisuu_factsheet_pdf-


国への影響・波及

卵子凍結
に係る取組

高校等授業料の
無償化

所得制限
のない支援

学校給食費の
負担軽減

こどもＤＸの推進

国や全国に波及した都の
「こどもDXプロジェクト」の一例

保活ワンストップ

令和８年度に、都の取組をもとに
国が全国版の保活ワンストップを運用開始

STEP１

STEP２

STEP３

保育園を探す

保育園に見学予約
を申請

入園を申請

オンラインで
ワンストップ

国のR８予算
に計上

国のR８予算
に計上（小学校段階）

児童手当の
所得制限撤廃

国のR７補正予算
に計上

都の取組を基に
国が全国展開

無痛分娩の
環境整備

国のR７補正予算
に計上

【経済財政運営と改革の基本方針2026（抜粋）】

都は先駆的に
保育料等を無償化

「保育料負担軽減」

妊娠から子育てまでの切れ目のない支援、不妊症等への支援を進める
保育料負担軽減をはじめ、幼児教育・保育の支援について（中略）取組を進める

「切れ目のない支援」

都の結婚・子育て支援策
の基本理念

国に影響・波及した都の取組

4

国の令和8年「骨太の方針」への反映国の令和8年「骨太の方針」への反映

東京都は、先駆的な結婚・子育て支援策に取り組み、

国にも大きな影響を与えたと聞くけれど、
具体的にはどのようなことがあるのかな

都の取組が国に影響を及ぼしたり、
波及したりした事例について見てみよう



「結婚したい」「子供を持ちたい」という希望を叶える東京に向けた現在地

各年時点の未婚者
18～４９歳

将来的に結婚できると思う未婚者は約4人に１人

未婚者の結婚に対する「望み」と「予想」（都・男女別）

結婚したいと思う未婚者

＜予想＞

男性

結婚できると思う未婚者
＜望み＞

➢ 結婚願望のある人は、男女とも約6割いるが、

結婚できると予想する割合は、そのうちの半数にも満たない

（資料）国立社会保障・人口問題研究所｢人口統計資料集 2026年版｣を基に作成

➢ 202０年時点で５０歳を迎えた世代をみると、結婚経験があるのは

男性の約３人に２人、女性の約４人に３人

50歳時の結婚経験の割合（都・男女別）

男性

＜実際＞

女性

（資料）東京都「令和８年度若年層及び子育て世代を対象とした意識調査」を基に作成

夫婦の出生子供数の割合・完結出生児数（結婚持続期間15～19年）
（全国・都）

(参考)都※2 

夫婦の理想と予定の子供数の差は依然として残る

➢ 都の夫婦の理想の子供数と予定の子供数の差は縮小しているものの、

依然としてギャップがある

（資料）※1国立社会保障・人口問題研究所「第16回出生動向基本調査」を基に作成
※2東京都「令和８年度若年層及び子育て世代を対象とした意識調査」を基に作成

3.4% 5.6% 6.4% 6.2% 7.7%
8.9%

11.7%
15.9% 18.5% 19.7%

53.2%

56.0%
56.2% 54.1% 50.8%

30.2%
22.4%

19.4% 17.9% 18.6%

4.2% 4.3% 2.2% 3.3% 3.2%

0%

25%

50%

75%

100%

2002 2005 2010 2015 2021

■０人 ■１人 ■２人 ■３人 ■４人以上

（人）

全国※1

全国※1

夫婦の平均理想子供数と平均予定子供数（全国・都）

完結
出生児数 2.23 2.09 1.96 1.94 1.90 1.67 1.60 1.50

(参考)都※2 

13.8% 13.4% 14.7%

26.1% 29.8% 31.9%

43.3%
43.4%

43.0%

13.6% 11.2% 9.7%

3.2% 2.2% 0.7%

2024 2025 2026

2.56 2.48
2.42

2.32
2.25

1.92 1.87
1.79

2.13 2.11 2.07
2.01

2.01

1.63 1.64 1.61
1.6

1.8

2

2.2

2.4

2.6

2002 2005 2010 2015 2021 2024 2025 2026

平均理想子供数

平均予定子供数

各年時点で
50歳の方

既婚者
18～49歳

結婚してから
15～19年の既婚者

➢ 都の完結出生児数は3年間で一貫して減少

5

女性

2025から2026

▲５.７ポイント
2025から2026

▲２.３ポイント

2025から2026

▲６.１ポイント

2025から2026

▲４.０ポイント

20１５から202０

▲２.０ポイント

20１5から202０

▲２.２ポイント



若い世代ほど、夫婦ともに正社員で働く家庭が増加

➢ 東京の20代後半～40代前半の既婚者の就業状況推移を見ると、男

女ともに正社員が占める割合は増加

➢ 特に若年女性の正社員が大幅に増加しており、直近では過半数を超え

る割合を占めている

※ 数値は結婚したことのない者以外の割合 （資料）総務省「就業構造基本調査」を基に作成

35.6

%

66.6

%

60.8%

77.1

%

79.4

%

2012 20２2

既婚者（25歳～44歳）の就業状況（都・年代別・男女別）

男性 女性
（%）

82.9

%

92.2

%

97.1%
99.9%

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

2012 20２2

81.4

%

88.0

%

2012 20２2

97.1%
9８.４%9８.２% 97.５%

27.8

%

52.1

%

22.1

%

34.3

%

58.2%

６３.2%

８４.７%

７８.６%
７５.５%

2012 20２2 2012 20２2 2012 20２2

20代 30代 40代 20代 30代 40代

+9.3
pt +6.6

pt

+2.3
pt

+31.0
pt

+24.3
pt

+12.2
pt

有業者

有業者

正社員

正社員
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「結婚したい」「子供を持ちたい」という希望を叶える東京に向けた現在地

➢ 年齢層ごとに出生数を見ると、全国では20代後半～30代前半で

出産する割合が多い

➢ 都では、30代前半～30代後半で出産する割合が多い

東京における出産年齢のピークは30代

（歳）

0

10

20

30

40

0

10

20

30

40

全国 東京都

30代後半

27.8%

30代前半

40.8%
30代前半

38.1%

年齢層別出生数の割合（全国・都）

（%）
（%）

20代後半

25.8%

東京では30代での婚姻も多い

36.3%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%
37.3%

全国 東京都

➢ 年齢層ごとの婚姻数を全国と東京で比較すると、婚姻のピークは

どちらも20代後半であるが、全国では20代前半の婚姻割合が

相対的に多く、都では30代での婚姻割合が多い

年齢層別婚姻数の割合（全国・都）

30代

４０.1%30代

34.1%

20代前半

6.6%

（資料）厚生労働省「人口動態調査」を基に作成 ※ 2025年に結婚生活に入り届け出た件数を基に算出

20代前半

12.1%

（歳）

40

30

20

10

0

（%）

40

30

20

10

0

（%）

※数値は2025年 （資料）厚生労働省「人口動態調査」を基に作成
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（資料）東京都「令和８年度若年層及び子育て世代を対象とした意識調査」を基に作成

27.2%

29.4%14.1%

29.3%

未婚者の結婚に対する考え方(都・男女別）

男性 女性

高校生 大学生
20代
社会人

30代
社会人

マネープラン 35.9 42.5 37.0 42.５

キャリアプラン 26.3 31.4 21.7 18.3

コミュニケーション
の方法

27.2 25.0 19.3 ２0.0

結婚や結婚生活に
関する情報

22.5 23.3 19.6 14.8

結婚の仕方 20.8 20.1 15.1 11.5

（資料）こども家庭庁「令和6年度『若者のライフデザインや出会いに関する意識調査報告書』」を基に作成

※複数回答、上位抜粋

（%）

0

10

20

30

40

70代 60代 50代 40代 30代 20代

マッチングアプリ・SNS等 職場の同僚等
友人・知人の紹介 婚活パーティ等
結婚相談所 お見合い

夫婦の出会いのきっかけ（202５年時点・全国）

（資料）明治安田生命保険相互会社「『いい夫婦の日』に関するアンケート調査」を基に作成

分野ごとの現状・分析

① 出会い・結婚

■■ 結婚願望あり

/いずれ結婚できる

■■ 結婚願望あり

/このままでは難しい

■■ 結婚願望なし

/結婚しない

■■ 結婚願望なし

/仮にしたくなっても難しい

24.7%

33.0%
11.0%

31.3%

今後のライフプランを考える上で知っておきたい情報
（全国・未婚者）

11.7

%

18.7

%

24.7

%

24.4

%

18.7

%

1.7%

②活動を通じた交際相手と
なり得る人との出会い（都）

①結婚等に向けた活動を
している人の割合（都）

活動中

34.7％

積極的には活動してい

ないが、出会いを意識

して生活している

12.0％

活動してい

ない

50.0％

答えたくない

3.3％

（資料）東京都「令和８年度若年層及び子育て世代を対象とした意識調査」を基に作成

■ 月数人 ■ 月１～２人 ■ ２，３か月に1人

■ 半年に1人程度 ■ 全く無い ■ 答えたくない

結婚願望がある人のうち交際経験がある人の割合（都・男女別）

（資料）東京都「令和８年度若年層及び子育て世代を対象とした意識調査」を基に作成

17.5%

49.0%

26.5%

7.0%

1人と交際した経験がある 複数人と交際した経験がある

交際したことがない 答えたくない

17.7

%

57.4%

16.9%

8.1%

男性 女性

男性

自信がなくて
活動できない

40.9%

活動方法がわからない 30.4%

自然に出会いたい 30.4%

億劫だと感じる 29.6%

気軽に参加できる機会
がない

24.3%

結婚に向けた活動をしない理由（都・結婚願望のある交際未経験者・男女別）

女性

自然に出会いたい 53.8%

自信がなくて
活動できない

3６.５%

活動方法がわからない 36.5%

億劫だと感じる 3２.７%

気軽に参加できる機会
がない

21.2%

（資料）東京都「令和８年度若年層及び子育て世代を
対象とした意識調査」を基に作成

（単位：%）

※複数回答、上位抜粋

6.7 10.0 

10.5 

13.3 

21.1 

16.7 

10.5 

53.3 

52.6 5.3 

0 20 40 60 80 100

（資料）東京都「令和８年度若年層及び子育て世代を対象とした意識調査」を基に作成

女性

男性

結婚に向けた活動等を通じた交際相手となり得る人との出会い
（都・交際未経験者・男女別）

■ かなりある（月数人と出会えている）
■ ある（月１－２人と出会えている）
■ たまにある（２－３カ月に１人と出会えている）

■ そこまで無い（半年に１人程度しか
出会えていない）
■ 全く無い
■ 答えたくない

（%）

活動中

43.0％

積極的には活動してい

ないが、出会いを意識

して生活している

12.6％

活動して

いない

42.1％

答えたくない

2.3％

結婚願望がある人のうち、
結婚等に向けた活動をしている人の割合（都・交際経験別）

交際経験あり 交際経験なし

活動中

18.7％

積極的には活動してい

ないが、出会いを意識

して生活している

15.0％
活動していない

63.6％

答えたくない

2.8％

（資料）東京都「令和８年度若年層及び子育て世代を対象とした意識調査」を基に作成

〔有識者の意見〕

〔都民の皆様の意見〕

⚫ マッチングアプリは利用者がアクティブ層に偏在しているこ

とが考えられるため、「出会いがない」と言っている人には今

もリーチしていない印象

⚫ 日本は恋愛に対し受動的な層の割合が突出して高いため、

どのような介入ができるか検討の余地

⚫ 結婚はしたい人がすればよいし、したくない人はしなくてよ

いと思う。価値観があう人がいれば結婚すればよいと思う

（女性２0代・未婚）

⚫ 恋愛と結婚に違いを感じる。結婚は価値観のすり合わせなど

が重要だと思う (男性20代・未婚）
7
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0%

1%

2%

3%

4%
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6%

7%

8%

9%

1986
(S61)

1989
(S64)

1992
(H4)

1995
(H7)

1998
(H10)

2001
(H13)

2004
(H16)

2007
(H19)

2010
(H22)

2013
(H25)

2016
(H28)

2019
(H31)

2022
(R4)

2025
(R7)

変動金利

固定金利

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

2007 12 17 21 22 23 24

② 妊娠・出産

17.5%

32.9%

19.0%

7.5%

23.1%

安心して出産ができると
感じる割合（都）

■ 感じる ■ やや感じる

■ あまり感じない ■ まったく感じない

■ 分からない
（資料）東京都「令和８年度若年層及び子育て世代を対象とした意識調査」を基に作成

57.2 

43.0 

17.5 

49.4 

34.6 

20.7 

40.8 

30.4 

16.4 

0

10

20

30

40

50

60

R6 R7 R8

安心して出産できる環境が整っていないと感じる理由（都）

出産にかかる
費用が高い

出産と仕事の両立が
難しい（自身）

産前・産後ケアに関する
サービスが不足している

▲16.4pt

▲12.6pt

▲1.1pt

31.0%

65.6%

産後ケアの認知率と利用・利用意向率
（全国・母親）

（資料）株式会社ベネッセコーポレーション「たまひよ妊娠・出産白書２０２６」を基に作成

９割以上
が認知

■ 産後ケアを知っていて、利用した・している・する予定

■ 産後ケアを知っているが、利用する予定はない

■ 産後ケアを知らない

■ 答えたくない、分からない

産後ケアを希望しなかった理由（全国）

上の子供がいるため 44.0％

必要性を感じなかった 42.7％

手続きが面倒 24.４％

自己負担額が多い（宿泊型） 15.1%

居住地の近くにない 14.1%

※複数回答、上位抜粋

（資料）日本産婦人科医会「産婦が必要とする産後ケア（事業）に
関する調査結果」（令和７年度実施）を基に作成

③ 子育て期の支援
放課後子供教室の実施数（都）

（資料）東京都「東京の放課後子供教室」を基に作成

（教室数）

475

1,300

実施数は

約３倍

■ とても利用したいと思う

■ 利用したいと思う

■ 利用したいと思わない

■ 全く利用したいと思わない

■ どちらでもない

30.3%

（資料）こども家庭庁「小学校の長期休業中におけるこどもの居場所に関する調査研究」
（令和６年度実施）を基に作成

始業前の自宅以外の子供の居場所の利用希望（全国）

10.3％

20.0％

23.3％

22.8％

23.7％

学費に負担を感じる保護者の割合（都）

50.2%

46.4%

39.8%

0

10

20

30

40

50

60

2024 2025 2026

（資料）東京都「とうきょうこどもアンケート」を基に作成

※「負担に感じる」+「やや負担に感じる」と回答した割合

▲10.4
pt

（速報値）

（%）
※「学費」は教材費等を除く

住宅種別ごとの検討率 ※複数回答、一部抜粋

（単位：戸）

8

〔都民の皆様の意見〕

④ 教育・住宅

⚫ 東京は経済的支援などが充実

しているので子育てはしやすい

と考えている

（女性30代・既婚）

空き家の状況（都）

（資料）総務省「令和５年住宅・土地統計調査」を基に作成

都内の空き家（89.7万）

腐朽・破損なし 腐朽・破損あり

60.6万
戸建：1.6万

マンション等：59.0万

長期不在等の空き家

１７.6万
戸建：５.３万

マンション等：１２.３万

１０.５万
戸建：２.６万

マンション等：７.９万

壊れた空き家市場流通用の空き家
（賃貸・売却用）

（資料）東京都「令和7年度東京の学童クラブ事業実施状況」を基に作成
※2026年はこども家庭庁「令和８年度 放課後児童クラブの実施状況（速報値）」を基に作成

（登録児童数/人）

0

2,000

4,000

6,000

0

40,000

80,000

120,000

2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026

学童クラブの登録児童数及び待機児童数（都）

登録児童数 待機児童数

95,741

3,417
3,821

2,550
（速報値）

105,805

14９,１６９

待機児童数は
減少傾向

登録児童数は
約1.5倍

（待機児童数/人）

〔有識者の意見〕

⚫ 結婚や出産・子育てに向けた経

済的支援など不安を取り除くた

めのポジティブな情報をパッ

ケージでもっと発信するべき

（%）

600

700

800

900

1,000

2015 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25

690万円

（資料）東京都「東京都生計分析調査報告書」を基に作成

902万円

約1.3倍

都内の平均世帯年収の推移
（単身者世帯等を除く) 31 35

22 25

11

29 31 31 31

16

0

10

20

30

40

新築一戸建て 新築マンション 中古一戸建て 中古マンション リフォーム

（資料）株式会社リクルート「『住宅購入・建築検討者』調査（2025年）」を基に作成

2019 2025 2019 2025

▲4pt▲2pt

2019 2025 2019 2025 2019 2025

+6pt+9pt
+5pt

住宅ローン金利の推移

（%）
新築価格の推移（マンション・戸建） 中古価格の推移（マンション・戸建）

（資料）株式会社不動産経済研究所「首都圏 新築分譲マンション市場動向」
公益財団法人東日本不動産流通機構「年報マーケットウォッチ（2024年度）」を基に作成

（万円）
（万円）

3.0%

0.4%

3,878

6,804 

2,561

3,734 

5,294

6,907 

3,184

3,836 

2,000

4,000

6,000

8,000

2015 16 17 18 19 20 21 22 23 24

マンション（区部）

マンション（市町村）

戸建（区部）

戸建（市町村）

6,842 

13,784 

6,823 

6,641 

3,611 

4,679 

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

2015 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25

マンション（区部）

マンション（市町村）

戸建（区部）

戸建（市町村）

4,766

4,784

101%増
（１５→2５）

マンション

43%増

マンション

39%増

戸建

（１５→2５）

30%増戸建

20%増

戸建

30%増

戸建

75%増

マンション

46%増

マンション

直近では上昇傾向も
中長期で見れば低水準

2.08％

0.67％

（資料）株式会社ダイヤモンド社「ダイヤモンド不動産研究所」を基に作成

※調査対象エリア 首都圏（東京都/千葉県/埼玉県/神奈川県）
・関西（大阪府/京都府/奈良県/兵庫県/和歌山県/滋賀県）
・東海（静岡県/愛知県/岐阜県/三重県） ・札幌市・仙台市・広島市・福岡市在住の20歳～69歳男女

※複数回答、一部抜粋

（万円）

※月の収入額の12か月分を年額として記載

8.50％

5.50％



分野タイトル…22pt
中タイトル…16pt
グラフ説明文…12pt
グラフタイトル…10pt
グラフ内文字…８pt
出展…６pt

「有識者の意見」タイトル…14ｐｔ
本文…１０ｐｔ

「グループ～の意見」タイトル…１２ｐｔ
本文…10ｐｔ

文字サイズ

（資料）東京都「令和７年度 男性の家事・育児実態調査|を基に作成 9

11.8

19.8

11.1

2.0 

0.5

10.9

56.9

50.6

16.3

3.2

0.8

9.6

2.6

3.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

女性

男性

32.8

37.8

18.1

3.4

1.0 

11.0 

38.5

36.3

6.6

3.8

0.8

4.5

2.2

3.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

女性

男性

家事・育児に対する配偶者との分担割合（全国・男女別）

（資料）内閣府「男女共同参画社会に関する世論調査（令和6年9月）」を基に作成

＜家事＞

＜育児＞

■ 外部サービスは利用せず、自分と配偶者で半分ずつ分担
■ 外部サービスは利用せず、自分の方が配偶者より多く分担
■ 外部サービスは利用せず、配偶者の方が自分より多く分担

■ 外部サービスを利用しながら、それ以外は自分と配偶者で半分ずつ分担
■ 外部サービスを利用しながら、それ以外は自分の方が配偶者より多く分担
■ 外部サービスを利用しながら、それ以外は配偶者の方が自分より多く分担
■ 無回答

0

2

4

6

8

10

男性 女性 男性 女性

家事・育児にかける1日の平均時間（都・男女別）

5時間30分差

3時間43分 9時間13分 3時間13分 7時間34分

１時間以上

男女差が縮小

4時間21分差

令和５年度調査 令和７年度調査（時間／日）

（資料）OECD Family Database「Fertility rates」（2026年6月取得）、
独立行政法人労働政策研究・研修機構「データブック国際労働比較2026」を基に作成

日本

アメリカ

カナダ
ドイツ

フランス

オランダ

ベルギー

デンマークスウェーデン

フィンランドノルウェー

韓国

スイス

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0

男性の長時間労働割合と合計特殊出生率

男性の長時間労働割合

合
計
特
殊
出
生
率

(％)

（資料）独立行政法人労働政策研究・研修機構「データブック国際労働比較202６」を基に作成

女性
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ドイツ フランス フィンランド
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10

15

20

25

30

35

2010 2015 201920202021202220232024

日本（女性）

日本（男性）

(％) (％)男性

男
性

女
性

■■ １か月未満 ■■ １か月以上3か月未満
■■ ３か月以上6か月未満 ■■ ６か月以上1年未満
■■ １年以上 ■ 無回答

育児休業の取得期間（都・男女別）

（資料）東京都「令和4年度東京都男女雇用平等参画状況調査結果報告書」

「令和７年度東京都男女雇用平等参画状況調査結果報告書」を基に作成

2022

2025

2022

2025

86.6%

40.5%

90.2%

61.2%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

育児休業取得率の推移（全国・都）

全国 女性

全国 男性

東京 女性

東京 男性

（資料）東京都「令和７年度東京都男女雇用平等参画状況調査結果報告書」及び

厚生労働省「令和６年度雇用均等基本調査」を基に作成

29ｐｔ差

※実質年収は202０年価格 （資料）厚生労働省「賃金構造基本統計調査」及び総務省「消費者物価指数」を基に株式会社日本総合研究所 調査部主席研究員藤波匠氏が作成

(万円)

(歳)

1961～65年生まれ

1966～70年生まれ

1971～75年生まれ

1976～80年生まれ

（現在45歳以上）

1981 ～85年生まれ

（現在40～４４歳）

1986～90年生まれ

（現在３9歳以下）

1991～95年生まれ

1996～2000年生まれ

300

400

500

600

700

800

900

25～29 30～34 35～39 40～44 45～49 50～54 55～59 60～64

１９８５年生まれ以前は「現在」も「過去」も
若い世代ほど実質年収が低下

396 
494 

569 

401 
483 

573 

404 
499 

411 

25～29 30～34 35～39

(8１年生まれ以降の世代別実質年収)
■ 81～85生 ■ 86～90生■ 91～95生 ■ 96～2000生

１９８１年生まれ以降は
若い世代ほど実質年収が増加傾向

35～39(歳)30～34

出生年別、大卒男性正社員の実質年収の変化（全国）

⑤ 就労環境・職場環境

(千円)

460.7

339.1

310.9

227.6

150

200

250

300

350

400

450

500

～１９ ２０～２４ ２５～２９ ３０～３４ ３５～３９ ４０～４４ ４５～４９ ５０～５４ ５５～５９ ６０～６４ ６５～６９ ７０～

雇用形態・年齢階級別所定内給与額（全国）

正社員・正職員（男性） 正社員・正職員（女性）

正社員・正職員以外（男性） 正社員・正職員以外（女性）

約1２２万円
の差

（資料）厚生労働省「令和７年賃金構造基本統計調査」を基に作成

22.6 

76.6 

84.5 

57.9 

18.6 

80.2 

79.7 

87.0 

75.4 

44.1 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

短時間勤務制度

フレックスタイム制度

テレワーク制度

始業・終業時間の繰上げ・繰下げ

所定時間外労働の免除

多様な働き方に関する制度の利用状況（都・男女別）

男性利用者あり 女性利用者あり

25～29

(％)

※複数回答、一部抜粋

（資料）東京都「令和７年度東京都男女雇用平等参画状況調査結果報告書」を基に作成

⑥ 社会気運・環境整備 18-29歳の都の取組に対する認知度（都）

21.7 

19.5 

26.2 

17.2 

17.6 

14.5 

21.3 

35.7 

28.5 

30.8 

25.3 

27.1 

23.1 

21.3 

22.6 

21.7 

20.8 

24.0 

33.9 

23.5 

22.6 

30.3 

36.2 

34.4 

知っている 概ね知っている 見聞きしたことがある 知らない

出会い・結婚

妊娠・出産

子育て期
の支援

教育・住宅

就労環境
・職場環境

社会気運
・環境整備

子あり

未婚

子あり

未婚

子あり

未婚

子あり

未婚

子あり

未婚

子あり

未婚 6.9 

6.7 

6.6 

7.0 

5.0 

4.5 

11.0 

13.0 

13.0 

14.9 

11.7 

10.9 

24.5 

21.3 

23.6 

23.9 

21.5 

18.8 

57.6 

59.0 

56.9 

54.2 

61.7 

65.7 

(％)

０ ４０ １００

（資料）東京都「令和８年度若年層及び子育て世代を対象とした意識調査」を基に作成

２０ ６０ ８０

20-39歳・
子供有

減らしたい 増やしたい

仕事時間
女性 23.2% 28.6%

男性 34.1% 16.6%

家事・育児
時間

女性 33.5% 14.4%

男性 14.1% 27.7%

40-69歳・
子供有

減らしたい 増やしたい

仕事時間
女性 12.7% 22.5%

男性 25.7% 10.2%

家事・育児
時間

女性 20.2% 6.0%

男性 7.6% 14.3%

生活における時間の増減希望（全国・男女別）

（資料）内閣府「令和４年度新しいライフスタイル、新しい働き方を踏まえた
男女共同参画推進に関する調査報告書」を基に作成

各国の長時間労働割合の推移（就業者・男女別）

(歳)

38.2

20.8

0.6

0.8

38.3

38.6

2.6

1.1

8.7

13.9

3.4

0.7

7.1

16.3

31.5

30.2

4.3

6.4

56.2

52.0

3.3

4.0

5.7

15.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

育児休業取得率の推移（全国・都・男女別）
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文字サイズ

➢ 分野ごとの現状・分析等を踏まえ、より実効性の高い施策を構築

➢ 望む人が安心して結婚、妊娠・出産、子育てできる社会の実現に向けて、様々な政策分野ごとに、制度の根幹に立ち返りながら、

支援のあるべき方向性について多角的に検討

■ 全ての子供・子育て家庭に対し、ライフステージを通じた
切れ目ない支援を展開

・在宅子育て家庭を含めた子育て支援策

・多様なニーズに応えた保育サービスや子供の居場所づくり

子育て期の支援

■ 若年層や子育て世帯の経済基盤を充実

■ 望む人が安心して結婚、妊娠・出産、子育てできる労働環境の整備を促進

・希望に応じた働き方の選択と経済基盤の確保

 ・女性も男性も誰もが能力を発揮できる社会の実現に向けた取組の推進

・男女ともに子育てと仕事を両立し､ポジティブに働き続けられる環境

・の整備

・時間や場所にとらわれない柔軟で多様な働き方の推進

就労環境・職場環境

■ 子供・子育てにやさしい社会づくりを推進

・子供の育ちや子育てを社会全体で応援する気運醸成

 ・公共交通機関等、官民における育児サービスの推進

・地域の実情に応じた区市町村の結婚・子育て支援策を後押し

社会気運・環境整備

■ 望む人が一歩踏み出す後押しとなる取組を推進

・様々な出会いの機会を提供

・民間企業や区市町村等、様々な主体と連携した、

・安心して出会い、結婚ができる環境づくりや気運の醸成

出会い・結婚 妊娠・出産

■ 安心して妊娠・出産できる環境整備を促進

・出産時の不安や負担を取り除く取組

・将来の妊娠・出産に備えたい方や不妊・不育症を心配する方等、

・それぞれの希望に寄り添った支援

・子供を産み育てることを望みつつ働く人へのサポート

 ・妊娠期からの切れ目のない支援

■ 子育て世帯の実態に応じた教育支援を充実

・将来にわたって安心して学ぶことができる環境の整備

■ 子育て世帯等が安心して生活できる住宅確保策を推進

・子育て世帯等が手頃な家賃で住むことができる住宅を供給

・既存ストック等を活用し、多様なニーズ等に対応した良質な住宅

 ・の充実

教育・住宅

結婚・子育て支援策の更なる充実に向けて ～今後の政策検討課題～
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